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第１節 人事院が実施する研修の概要
研修（Off‑JT）は、職場での人材育成（ＯＪＴ）を補完し、キャリア形成や各役職段階での能力

発揮など、様々な場面で職業生活を支える重要なものであり、人事院は、多様で効果的な研修を幅広
く提供し、各府省における有為な人材の育成を促進していくこととしている。具体的には、役職段階
別研修、派遣研修、テーマ別研修を実施しており、マネジメント能力向上のための研修を始め、各種
研修の充実・強化に取り組んでいる。

第２節 役職段階別研修
人事院では、役職段階ごとに求められる資質・能力を伸ばすことができるよう、行政研修及び地方
機関職員研修を実施し、採用時から幹部級まで必要な研修の体系化と研修内容の充実を図っている。
１ 行政研修
各府省の行政運営の中核を担うことが期待される職員等を対象とする行政研修は、高い倫理感に
基づいた国民全体の奉仕者としての使命感の向上、広い視野や柔軟な発想など国民の視点に立つた
めに求められる資質・能力の向上及び国家公務員として協力して施策を行うための相互の信頼関係
の醸成を基本的な目的としている。
行政研修は、役職段階ごとに、採用時の合同初任研修、初任行政研修を始め、初任行政フォロー
アップ研修、本府省の係長級、課長補佐級、課長級の職員に対する研修、さらには課長級以上の職
員を対象とした行政フォーラムなどからなり、国民全体の奉仕者としての使命と職責について考
える、公共政策の在り方を多角的に検証し考える、公正な公務運営について学ぶ、の３点をカ
リキュラムの柱としている。また、研修参加者が、互いに啓発しながら相互の理解・信頼を深める
ことができるよう、多くの行政研修で班別での討議を設定し、意見交換を行う機会の提供に努めて
いる。
課長級及び課長補佐級の研修では、様々な分野の者との交流を通じ幅広い視野を身に付け相互の
理解を促進する観点から、民間企業、外国政府等からも研修員の参加を得ている。
 国家公務員合同初任研修
例年、各府省において主に政策の企画立案等の業務に従事することが想定される新規採用職員
を対象に合同研修を実施している（４月に内閣官房内閣人事局と共催で実施）。
令和７年度は、通勤による対面方式により、石破内閣総理大臣訓示、川本人事院総裁訓示のほ
か、公務員の基本に関する講義、各府省の先輩職員や人事担当課長等を迎えての班別演習を中心
として実施した。
 初任行政研修
の合同初任研修対象者のうち、本府省において主に政策の企画立案等の業務に従事すること
が想定される者を対象として、５月から７月にかけて７コースに分けて実施した。まず、第１週
目として１日のオンライン研修を、全コースを２回の機会に集約する形で実施した。次に、第２
週目として西ケ原研修合同庁舎にて４日間の通勤研修を、第３週目として地方自治体実地体験等
を、第４週目として埼玉県入間市にある公務員研修所での５日間の合宿研修を実施した。
同研修は、国家公務員としての一体感を醸成するとともに、全体の奉仕者としての素養を身に
付けさせ、国民の視点に立って行政を遂行する姿勢を学ばせることを狙いとしている。カリキュ
ラムについては、前年度と同様、研修科目を厳選し、討議を重視した内容とした。具体的には、
基軸科目として、歴史的意義の大きい過去の行政事例を題材に、公共政策の在り方を多角的に研
究・考察する「行政政策事例研究」、あるいは、府省横断的な政策課題について調査研究を行い、
公共政策の在り方を多角的に検討する「政策課題研究」を行った。また、事例を通じて倫理的な
行動の在り方を考える「公務員倫理を考える」、自治体、市民、ＮＰＯ等の地域の現場で活動し
ている関係者等と行政課題の解決に関する市民との協働について考える「市民との協働について
考える」、羽田空港に所在する国の官署、川崎市臨海部のキングスカイフロント、入間市内及び
近郊の中小企業での「現場学習」等のカリキュラムを実施した。また、研修員間の相互理解が円
滑なものとなるようチームビルディングも実施した（表２１）。

 初任行政フォローアップ研修
原則としての初任行政研修の受講から２年を経過した職員のうち、本府省において政策の企
画立案等の業務に従事することが想定される者を対象として研修を実施している。
令和７年度は、令和５年度採用者を６コースに分け、４日間の合宿形式で実施した。
公務員研修所が所在する埼玉県入間市と同市内の中小企業の協力を得て、同市内の小中学校や
企業への現場訪問、入間市長等との意見交換を行うコースや、次代の課題解決に向けて企業やＮ
ＰＯで活躍するリーダーとの対話を通じて新しい公共の在り方を考えるための科目等を新たに導
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